
※はじめに
この「厚真町庁舎周辺等整備基本構想・基本計

画(案)（概要）」は、現時点の「厚真町庁舎周
辺等整備基本構想・基本計画（素案）」を基に
作成したもので、あくまでも “案” です。

これらの内容は、現在、町議会における「新
庁舎周辺等整備調査検討特別委員会」で調査中
です。

この度、町⺠のみなさまからのご要望があり、
町公式ホームページに掲載します。





１ 策定の経緯
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平成29年11⽉ 厚真町庁舎及び周辺施設整備基本構想

平成30年 8⽉ 厚真町庁舎及び周辺施設整備基本計画

平成30年 9⽉ 北海道胆振東部地震

令和４年 ３⽉ 厚真町庁舎周辺等整備基本構想・基本計画

社会状況・まちの状況の変化
（震災復興の取組、新型コロナウィルス感染症の拡⼤等）

過去に策定した「厚真町庁舎及び周辺施設整備 基本構想」
「厚真町庁舎及び周辺施設整備 基本計画」について、本町に
甚⼤な被害をもたらした平成３０年北海道胆振東部地震や新型
コロナウイルス感染症の拡⼤により、本町の情勢が⼤きく変化
したことから、新たに、北海道胆振東部地震を教訓とした防災
⼒の向上、町⺠に親しまれ、集まれる場所となるような役場庁
舎および周辺施設の整備に向け、基本構想・基本計画の策定を
おこなう。

策定の経緯
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２ 検討エリアと対象施設
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検討エリアと対象施設
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３ 基本理念・基本⽅針
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基本理念・基本⽅針

◆災害対策の司令塔
◆記憶・意識
◆ユニバーサルデザイン

◆居場所
◆学びの場
◆利便性・快適性

◆町⺠参加
◆環境
◆ＩＣＴ

◆⽂化伝承
◆厚真らしさ
◆ひとづくり

◆交流
◆⼦ども
◆賑わい・交流⼈⼝
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基本⽅針①
基本⽅針1︓まちの安⼼・安全を⽀える「ひろば」

【⽅針1-1（災害対策の司令塔）】
災害時も機能を発揮できる庁舎・消防庁舎の整備

【⽅針1-2（記憶・意識）】
災害の記憶を伝え、地域防災や情報発信を担う施設の整備

【⽅針1-3（ユニバーサルデザイン）】
すべての⼈が利⽤しやすくやさしいユニバーサルデザインの導⼊
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基本⽅針②
基本⽅針2︓それぞれの⼈の居場所となる快適な「ひろば」

【⽅針2-1（居場所）】
町⺠それぞれの快適な親しみやすい居場所となる施設の整備

【⽅針2-2（記憶・意識）】
将来への夢を育み、多様な学習、⽂化活動が楽しめる「学びの場」

「遊び場」の整備

【⽅針2-3（利便性・快適性）】
利便性・快適性の⾼いコンパクトな役場庁舎の整備
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基本⽅針③
基本⽅針3︓笑顔があつまり、つながる「ひろば」

【⽅針3-1（交流）】
⼦どもから⾼齢者までの⾊々な笑顔が溢れつながる⽂化交流拠点

の整備

【⽅針3-2（⼦ども）】
⼦どもや⼦育て世代が安⼼して過ごせる「ひろば」の整備

【⽅針3-3（賑わい・交流⼈⼝）】
町⺠の賑わいの核となり、魅⼒的な運⽤により交流⼈⼝を誘導す

る施設整備
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基本⽅針④
基本⽅針4︓シビックプライドを醸成する「ひろば」

【⽅針4-1（⽂化伝承）】
まちの歴史・⽂化を継承し、地域内外との交流を⽣む施設の整備

【⽅針4-2（厚真らしさ）】
まちの歴史とともに歩んできた歴史的建造物の活⽤

【⽅針4-3（ひとづくり）】
厚真を担うひとづくりの場の創出
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基本⽅針⑤
基本⽅針5︓運営に参画し、まちの産業や挑戦を創発する「ひろば」

【⽅針5-1（町⺠参加）】
町⺠が施設運営や地域課題解決に取り組み、まちの産業につなげ

ていく施設整備

【⽅針5-2（環境）】
地域資源を活かし、省資源・省エネルギーなど環境に配慮した整備

【⽅針4-3（ICT）】
ICT活⽤で町の利便性や産業・地域活性化を⽬指す施設整備
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４ 各施設の整備⽅針
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役場庁舎 創作館

児童会館

建 替

集約・複合

消防庁舎（本部・厚真⽀署）

⻘少年センター

改修・解体
福祉センター 旧⺟⼦健康センター

保存・活⽤
役場庁舎

消防職員住宅

対象施設の整備⽅針

ゆくり

継続利⽤
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対象施設の⽼朽化率
№ 施設名 所在地 階数 構造 延⾯積

(㎡) 竣⼯年 耐⽤
年数

経過
年数 ⽼朽化率

1 役場庁舎 京町120 2 RC造 1450.03 昭和28年 60 68 113.3%

2 ⻘少年センター 京町165-1 2 RC造 1510.12 昭和54年 60 42 70.0%

3 創作館 京町165-1 1 ⽊造 357.21 昭和52年 40 44 110.0%

4 児童会館 京町158-1 1 CB造
S造 626.13 昭和40年 50 56 112.0%

5 胆振東部消防組合
消防署厚真⽀署 錦町125 2 RC造

S造 999.37 昭和46年 60 50 83.3%

※建替(複合・集約化を含む）の対象となる施設のみ掲載
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５ 建て替え施設について
(新役場庁舎)
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新役場庁舎①
【主な整備⽅針】

①訪れやすく誰もが利⽤しやすいサービス拠点づくり
⇒ 窓⼝サービスの合理化・効率化
⇒ 待合スペースの拡充

②コンパクトでストレスフリーな庁舎ワークプレイスづくり
⇒ 多様な執務空間の確保
⇒ ICTインフラの導⼊

③安全安⼼・頼りがいのある将来を⾒据えた⾏政拠点づくり
⇒ 災害対策本部機能に相応しい安全対策
⇒ アクセスしやすい動線計画
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新役場庁舎②
【主な機能】

(1)窓⼝機能
(2)執務機能
(3)災害対応拠点機能
(4)町⺠利⽤スペース
(5)議会機能
(6)商⼯会

【整備規模】
約２，９００㎡
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新役場庁舎③
【機能配置のイメージ】

18



６ 建て替え施設について
(⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター)
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター①

プラネタリウム 図書室

⻘少年センター

⽊⼯・陶芸

創作館

体育館
（ホール）

児童会館

キッズスペース

【⽂化交流施設とは︖】
⽼朽化している利⽤頻度の低い⻘少年センター、創作館、児童

会館の各施設を集約した複合施設として、町⺠の利⽤しやすい施
設を⽬指す。

新たな機能

⽂化交流施設

図書館

プラネタリウム

ホール
（⼩体育館）

⽊⼯・陶芸等
創作室

整備イメージ
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター②
【(仮称)アイヌセンターとは︖】

現役場庁舎を活⽤し、町内の縄⽂⽂化やアイヌ⽂化などの歴史
に関する情報発信・普及活⽤をおこなう施設で、現在、軽舞発掘
整理事務所に収蔵している⽂化財のうち、特に注⽬度の⾼いアイ
ヌ⽂化や縄⽂時代に係る⽂化財を収蔵、展⽰公開する施設

(仮称)アイヌセンター

アイヌ⽂化に
係る⽂化財

縄⽂時代の
⽂化財

軽舞発掘整理事務所

明治時代以降の
歴史⽂化財 縄⽂時代の

⽂化財
明治時代以降の

歴史⽂化財

軽舞発掘整理事務所

アイヌ⽂化に
係る⽂化財

縄⽂時代の
⽂化財

整備イメージ
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター③
【整備⽅針】

①機能が連携・融合した施設づくり
⇒ 図書、創作、ホール、歴史・⽂化、交流といったそれぞ

れの機能が集約・複合化することで、新たな活動や交流を
創出

②施設と広場が⼀体となった「まちのリビング」づくり
⇒ うち（施設）とそと（広場）が⼀体となった配置計画と

し、新たな居場所となる居⼼地の良い快適な空間を形成
③町⺠が参加する施設の運営・活⽤

⇒ ⽂化交流施設・（仮称）アイヌセンターは整備して終わ
りではなく、町⺠⾃らが施設の運営や活⽤に参加する仕組
みを構築
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター④
■⽂化交流施設
【主な機能】

(1)図書館
(2)プラネタリウム
(3)ホール
(4)創作スペース（⽊⼯・陶芸）
(5)フリースペース・飲⾷
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター⑤
【整備規模】

約２，０００㎡
（集約・複合化の対象となる施設の総⾯積から約３７０㎡減）

名 称 想定⾯積(㎡) 備 考

図書館 ４５０ 書架、開架スペース、ホール

キッズスペース ８０ 開架スペースと合わせた利⽤を想定

会議室 ６０

プラネタリウム １００

創作スペース（陶芸・⽊⼯） １８０

ホール ２００

事務スペース １２０ 図書貸出カウンター、作業室、更⾐室等を含む

フリースペース・飲⾷ ４００

共⽤部・物品庫・閉架書庫・機械室等 ４１０

合 計 ２，０００
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター⑥
【集約・複合化イメージ】
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター⑦
■(仮称)アイヌセンター
【主な機能】

(1)厚真町歴史展⽰スペース
(2)震災アーカイブ
(3)埋蔵⽂化財の展⽰室
(4)アイヌ遺⾻安置室
(5)企画展⽰室
(6)映像展⽰室
(7)体験室
(8)学習スペース
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター⑧
【整備規模】

約１，６００㎡
（現役場庁舎︓約８４０㎡ + 増築︓約７６０㎡）

名 称 想定⾯積(㎡) 備 考
厚真町歴史展⽰スペース １００ 現役場庁舎１Ｆ/エントランスホールと合わせた利⽤を想定

震災アーカイブ １００
アイヌ展⽰室 １８０ 現役場庁舎２Ｆ
映像展⽰室 １６０
体験室 ４０
学習スペース（研修室） ４０
事務室①（（仮称）アイヌセンター事務） ６０ 現役場庁舎１Ｆ
事務室②（アイヌ協会事務） ８０
収蔵庫（アイヌ遺⾻安置室含む） １４０ 荷捌き、作業室を含む
物品庫・収蔵庫・書庫 ９０
機械室 ３０ 現役場庁舎
（仮称）アイヌセンター共⽤部 ５８０

合 計 １，６００
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⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンター⑨
【⽂化交流施設・(仮称)アイヌセンターと各施設の関連性】
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７ ⼟地利⽤計画
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⼟地利⽤計画①
【主な整備⽅針】

①周辺との連携・ネットワークを重視
⇒ 道道千歳鵡川線沿道の商店街や市街地との回遊性を考慮

した動線の確保
②広場を庁舎周辺エリアの中⼼に配置

⇒ 広場を庁舎周辺エリアの「コア」として中⼼に配置し、
公園、広場がつながる⼀体的・連続的なパブリックスペー
スを形成

③広場を囲うように新たな建物を配置
⇒ 広場を既存施設と挟むように新たな施設を配置し、⼀体

的な空間を形成
⇒ 道道千歳鵡川線からの景観・視認性に配慮した建物配置
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⼟地利⽤計画②
【第４回厚真にぎわい会議開催結果】
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⼟地利⽤計画③
【⼟地利⽤ゾーニング】
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８ 事業計画
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事業スケジュール
区分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

役場庁舎 
 
 

⽂化交流施設  
 

（仮称）アイヌセン
ター（現役場庁舎） 

 
 

広場  
 

総合福祉センター 
（改修） 

 
 

消防庁舎 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

実施設計 建設⼯事

事
業
者
選
定 

基
本
設
計 

実施設計 
建設⼯事 

改修⼯事

事
業
者
選
定 

実
施
設
計 

基
本
設
計 

建設⼯事 

外構⼯事
（※施⼯期間は配置計画による）

⼟地整備 
（盛⼟）

改修⼯事

実施設計

実施設計
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概算事業費と財源内訳
(単位︓千円)

国庫⽀出⾦ 道⽀出⾦ 地⽅債 その他 ⼀般財源
ﾚｼﾞﾘｴﾝｽ強化型ZEB実証事業 緊急防災・減災対策事業 庁舎建設基⾦

500,000 207,000 431,500
ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ建築物等先導事業 ⼀般単独事業

500,000 431,500
都市構造再編集中⽀援事業 過疎対策事業

695,900 695,900
ｱｲﾇ政策推進交付⾦

422,500
ｱｲﾇ政策推進交付⾦

296,000 0 0 0 74,000
都市構造再編集中⽀援事業 過疎対策事業

135,000 0 135,000 0 0
緊急防災・減災対策事業 構成町分担⾦

0 0 1,105,000 153,300 41,700
都市構造再編集中⽀援事業 過疎対策事業

314,800 0 385,200 0 0
6,630,000 2,864,200 0 2,959,600 584,800 221,400

1,769,670 89,850
⇒普通交付税対象経費 1,189,930 131,550

⇒特別交付税対象経費
1,752,980

752,980

0

0 0 105,700

4 総合福祉センター
改
修

598

370,000

270,000

⾯積
(㎡)

事業費

合  計

建
設

2,760 1,920,000

建
設

2,000

6

1,300,000

700,000

財源内訳

3
(仮称)アイヌセ
ンター

改
修

840

01 新役場庁舎
建
設

2,900 2,070,000

⽂化交流施設2

№ 施設名
区
分

外構(道路・公
園・駐⾞場等)

整
備

-

5 消防庁舎

交付税措置(70%)
地⽅債実負担額

特別交付税措置

町の実負担額(⼀般財源+地⽅債+基⾦)

【庁舎建設基⾦1,000,000千円を充当した場合】
町の実負担額(⼀般財源+地⽅債)

⼀般財源実負担額
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補助⾦等の名称 概 要 補助率等

レジリエンス強化型ZEB実証事業

災害発⽣時に活動拠点となる公共性の⾼い
業務⽤施設(庁舎、公⺠館等集会所等)におい
て、停電時にもエネルギー供給が可能であっ
て換気機能等の感染症対策も備えたレジリエ
ンス強化型のZEBに対する補助⾦

上限額︓500,000千円

サスティナブル建築物等先導事業

⽊材を⼤量に使⽤する⽊造建築物等の先導
的な整備事例について、構造・防⽕および⽣
産システムの⾯で先導的な設計・施⼯技術の
普及と低炭素社会の実現に貢献することを⽬
的として実施する事業に対する補助⾦

上限額︓500,000千円

都市構造再編集中⽀援事業

「⽴地適正化計画」に基づき、市町村や⺠
間事業者等がおこなう⼀定期間内の都市機能
や居住環境の向上に資する公共公益施設の誘
導・整備、防災⼒強化の取組等に対し集中的
な⽀援をおこない、各都市が持続可能で強靭
な都市構造へ再編を図ることを⽬的とする事
業に対する補助⾦

補助率︓50%

アイヌ政策推進交付⾦

アイヌの⼈々に寄り添い、未来志向のもと、
その要望にできる限り対応しながら、アイヌ
政策を総合的に推進するため、⽂化振興や福
祉施策に加え、地域振興、産業振興、観光振
興等を含めた市町村の取組を⽀援する交付⾦
制度

交付率︓80％
※特別交付税措置あり

想定する財源①

36



補助⾦等の名称 概 要 補助率等

過疎対策事業

過疎地域⾃⽴促進特別措置法(平成12年法
律第15号)により過疎地域とされた市町村が、
過疎地域⾃⽴促進市町村計画に基づいておこ
なう事業の財源として、特別に発⾏が認めら
れた地⽅債

充当率︓100%
※普通交付税措置あり

緊急防災・減災対策事業

全国的に緊急に実施する必要性が⾼く、即
効性のある防災、減災等のための事業のうち、
住⺠の避難、⾏政・社会機能の維持および災
害に強いまちづくりに資する事業を対象とす
る地⽅債

充当率︓100%
※普通交付税措置あり

想定する財源②
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